
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　スパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２４年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

（注）技能労務職における民間データは、地元における同職種の基礎となるデータがないため、公表できません。

　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

314,214

（国ベース）

平均給与月額

298,267

341,643

304,944 (329,917)

平均給与月額

329,148

―

―

(285,030)

平均給与月額

（国ベース）

297,690

368,683

307,506 (323,181)

281,747

―

270,550

338,736

271,129

平均給与月額

（国ベース）

―

325,825

(443,968)411,574

（国ベース）

平均給与月額

平均給料月額

293,385

―

345,622

300,960

(373,766)

320,746

―

301,061

(326,961)

310,421

(371,712)

―

区　　分 平均給与月額平均給料月額

平均給料月額

291,619

糸田町 44.5

国 49.7

388,097

6

平均年齢

6

国

類似団体

区　　分

糸田町 353,075

平 均 年 齢

福岡県

区　　分

福岡県 43.4

40.5糸田町

平 均 年 齢

347,846

50.8

43.0

367,501 359,616

―

325,916

―

―

平均給与月額平均給料月額

―

類似団体 40.9

糸田町

国 43.2

福岡県 ―

40.3

49.2

区　　分

福岡県 52.7

平 均 年 齢

833

―民間 ―

42.8

425,698

類似団体

類似団体

43.1

3,479

国

人数

270,465

311,087

41.0

―

305,230

322,110

―

355,056

平均給与月額

―

372,906

356,072

318,869

380,292

(401,789)

340,467

（単位：円）

８級１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

261,900 289,200 320,600
１ 号 給 の

135,600 185,800 222,900
給 料 月 額

－
最 高 号 給 の

243,700 307,800 354,700
給 料 月 額

388,300 400,600 422,600 －

－ － － －

－ －

９級 10級
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　　⑤看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

　　　３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、

　　　　給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

（2) 職員の初任給の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円

円

円

円

円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）

　　　である。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

円 円

円

円

円

277,900

(342,896)326,642

―

－

－

－

－

－

－

－

(313,617)

298,575

国

該当者なし

該当者なし

307,600

―

－

福岡県

税務職

区　　分

国

技能労務職

糸田町

高　校　卒

短　大　卒

該当者なし

該当者なし

高　校　卒

該当者なし

211,950

該当者なし

税務職

中　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

福祉職 該当者なし

一般行政職

看護・保健職

大　学　卒

福祉職

298,203

大　学　卒

区　　　　　分

－

201,100

152,800

140,100

－

一般行政職

172,200

該当者なし

45.7

短大３卒

254,200

該当者なし

大　学　卒

大　学　卒

144,500 133,418

該当者なし

平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

平均給料月額

271,40035.7

平 均 年 齢

277,900

中　学　卒

区　　　　分

大　学　卒

短　大　卒

看護・保健職

短大３卒

類似団体

高　校　卒

327,383

該当者なし該当者なし

276,500

該当者なし

306,550

305,900

227,400

273,400

217,700 該当者なし

－

367,900

－

経験年数
１０年以上１５年未満

327,000

経験年数
２０年以上２５年未満

188,900

266,560

経験年数
１５年以上２０年未満

42.6 337,010

福岡県

140,100

糸田町

大　学　卒 (172,200)

(140,100)

309,445

125,400

163,987172,200

―

129,200

178,800 Ⅱ種

137,500

― ―

137,200
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２４年４月１日現在）

（注）１　糸田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

構成比

10.6

　　　　　　

職員数

　　　　　　

24.2

１　勤務成績の評定の実施状況
　　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定基準日として全職員に対して勤務成績の評定を実施
しまし
　　た。
２　昇給への勤務成績の反映状況
　　新たな人事評価制度は検討中のため未実施ですが、従前の勤務評価により、昇給区分を5段階に分け格付
（8号～0
　　号）しています。

３　　級 主査の職務

課長補佐の職務

４　　級
11

　　　　　　

11

課長の職務６　　級

５　　級

16.7

主事の職で定型的業務を行う職務

標準的な職務内容

主事の職で特に高度の知識又は経験
を必要とする業務を行う職務 7

　　　　　　
２　　級

16

12.1

16.7

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

13
１　　級

係長の職務

　　　　　　

8

　　　　　　

19.7
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（23年度支給割合） （23年度支給割合） （23年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～１５％ ・役職加算　　５％～２０％ ・役職加算　　５％～２０％

・管理職加算　１０％～２５％ ・管理職加算　１０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） ・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

）月分0.65

2.60  月分

支給対象職員数

23.50

支給対象地域

該当なし

33.50

59.28

１人当たり平均支給額（23年度）

1,316 1,558

福　　　　岡　　　　県

該当なし

支給実績（22年度決算）

0

59.28

0

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

1.45

59.28

24,743

1.45

41.34

23.50

59.28

勤務実績による成績率の反映を行っていないため、全職員一律支給です。

国糸　　　　　　田　　　　　　町

47.50

2.602.60

1.45

1.35

0.65

47.50

41.34 33.50

30.55

支給率 国の制度（支給率）

1.351.35

0.65

59.28

―１人当たり平均支給額（23年度）

30.55

糸　　　　田　　　　町 国
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 (4) 特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

円

配偶者13,000円・配偶者以外
6,500円・（配偶者なし）1人
目11,000円・特定期間の加算
5,000円

交通機関等の利用者（通勤の
ために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担
を常例とすること、徒歩によ
り通勤するものとした場合の
通勤距離が片道2㎞以上である
こと）運賃等相当額が55,000
以下については運賃等相当額
自動車等の使用者（通勤のた
めに自動車等の使用を常例と
すること、徒歩により通勤す
るものとした場合の通勤距離
が片道2㎞以上であること）～
5㎞2,000円・5㎞～10㎞4,100
円・10㎞～15㎞6,500円・15㎞
～20㎞8,900円・20㎞～25㎞
11,300円・25㎞～30㎞13,700
円・30㎞～35㎞16,100円・35
㎞～40㎞18,500円・40㎞～45
㎞20,900円・45㎞～50㎞
21,800円・50㎞～55㎞22,700
円・50㎞～55㎞23,600円・60
㎞～24,500円

通勤手当 同

平均支給年額

異

国は自宅に対
する住居手当
が廃止されて
いる

5,411

異なる内容 （23年度決算）

円

10,213同

処理作業に従事

との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

国の制度

内容及び支給単価手　当　名

自宅（その所有に係る住宅の
うち当該新築又は購入の日か
ら起算して5年を経過していな
いものに居住している職員で
世帯主）2,500円　借家・借間
（自ら居住するための住宅を
借り受け、現に当該住宅に居
住し、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員）家
賃23,000円以下　家賃額-
12,000円　家賃23,000円を超
え55,000円未満　（家賃額-
23,000円）×1/2+11,000円
家賃55,000円以上　27,000円

扶養手当

住居手当

行旅病人及び行旅死亡人
の取扱い業務に従事する
職員の特殊勤務手当

伝染病防疫作業に従事す
る職員の特殊勤務手当

8,787支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ）

8,582

手当の種類（手当数）

手当の名称

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ）

一般行政職

救護1件300円
し体処理業務1件2,000円

一般行政職
行旅病人の救護業務・行
旅死亡人のし体処理業務

日額３００円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

2

0

主な支給対象職員

0

96

支給実績（23年度決算）

0.0

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

105

国の制度と 支給実績

（23年度決算）

千円 143,845

千円 142,384

円

2,428 千円 49,543

支給職員１人当たり
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円

６　特別職の報酬等の状況（２４年４月１日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

月分

加算措置　15％

月分

加算措置　15％

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

635,000円×在職年数×510/100 円 任期終了毎

535,000円×在職年数×300/100 円 任期終了毎

－

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

円／

円／ 164,900

145,500

－

205,000円／

円／

円／

355,000

304,500

円／

国の制度 国の制度と

異
国は定率制で
はなく定額制
となっている

320,000

300,000

987

千円 340,376 円

副 議 長

　　（23年度支給割合）

議 員

議 長

区 分

535,000

課長・室長・局長・事務長
給料の100分の8　病院長　給
料の100分の16　副院長　100
分の12　薬局長・総看護師
長・副総看護師長・総技師長
100分の8　　看護師長　100分
の6

内容及び支給単価

管理職手当

手　当　名

収 入 役

備　　　　考

退
職
手
当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

360,000

238,000

2.60

2.60

報

酬

副 議 長

市 区 町 村 長

収 入 役

議 長

6,420,000

－

　　（23年度支給割合）

副 市 町 村 長

副 市 町 村 長

収 入 役

期
末
手
当

議 員

12,954,000

675,000

異なる内容

3,064

273,000

221,000

同

給 料 月 額 等

支給実績 支給職員１人当たり

市 区 町 村 長

宿日直手当
行政職給料表適用者１回4,200
円

給

料

14,954千円

（22年度決算）

－

635,000

との異同 平均支給年額（22年度決算）

850,000

（参考）類似団体における最高／最低額

7



７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数 　

（類似団体の人口１万人当たり職員数

人口１万人当たり職員数 　

（類似団体の人口１万人当たり職員数

人口１万人当たり職員数 　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

人）

105.79

122.84

＜参考＞

＜参考＞

人

65 2

5

5

166

[　218　］[　218　］

△ 1

△ 2

1

△ 1

3

1

1

10

35

0

11

退職者補充による増

退職者補充による増1

1

△ 2

人）

社会教育事務統合による減

人

＜参考＞

170.50

人

98.73

92.42

育休者復職による代替者減・債権対策業務増による増

退職者不補充による減・退職者補充による増・勤務条件
改善による増

道の駅事務減による減

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

5

水道

その他

63

0

103

就労事務縮小による減

7

1

7

54

34

7

90

101

55

12

91

消防部門

小　計

総務

合　　計

小　計

病院

一
般
行
政
部
門

税務

計

　　　　　　区　　分

　部　　門

民生
普
通
会
計
部
門

教育部門

職 員 数

9

7

1

3

衛生

議会

土木

労働

商工

農林水産

2

10

平成23年 平成24年

対前年
増減数

18

主 な 増 減 理 由

4

166

2

21
共済事務統合による減・育休者復職による代替者減・一
時的な重複配置の正規配置による減△ 3

6

△ 1

勤務条件改善による増

8



（2)年齢別職員構成の状況（２４年４月１日現在）

　

9

～

人

40歳

43歳

～

44歳 48歳 52歳

～ ～

以上

計

職員数
人 人

4 131

人 人

1526

31歳 47歳39歳

人人

9

人

16

35歳27歳

24歳20歳 20歳

未満

～

23歳

～

区　分

22

人

～

165217

59歳55歳

60歳56歳

31

36歳

～

28歳

～

32歳

～

人人 人人

51歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%

9



(3)職員数の推移

（単位：％・人）

（注）１　各年における定数管理調査において報告した部門別職員数

166

増 減 △ 4

△ 2

166

2

計

等 会 計

増 減

増 減

職員数

職員数

93一般行政

公 営 企 業

増 減

増 減

教　育 職員数

消　防

69

177

19年 20年

12

68

0

0

96

177 168

00

0 △ 1

11

職員数

11

△ 1

0

63

0

65

0

0

12

△ 1

△ 1

12

　　　　　　区　　分

部　　門

職員数

△ 3

△ 11

△ 3

△ 5

2

0△ 4

170 -6.2%

0 0

△ 4

-5.8%65

0

65

0

0

△ 60

-8.3%

0.0%

△ 1

△ 1△ 1

△ 1

13

2

増減数（率）

9192

23年
過去５年間の

21年 22年 24年

-6.3%92 90
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８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　基本給は、給料と扶養手当を合算した額です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

千円　

（23年度支給割合） （23年度支給割合）【一般行政職】

　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）【一般行政職】

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５％～１５％ ・役職加算　５％～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

職員給与費

千円　千円　

　質収支

Ｂ　

純損益又は実

平　均　年　齢

職員手当

区　分 職員数

　　　　　　 給　 料

23年度 人

　　　　　　区　　分

千円

める職員給与費比率

1.35

基本給

1.35

5

1,315

団 体 平 均 45.4

2.60

糸 田 町

１人当たり平均支給額（23年度）

44.7

358,043

１人当たり平均支給額（23年度）【一般行政職】

１人当たり平均支給額（23年度）【団体平均】

糸田町（一般行政職）　・　団体平均

318,883

千円

糸田町（水道事業）

1,416

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

27,931

1,467

千円

19,385

△ 5,524191,116

23年度 　　　千円

Ａ  

区 分 総費用

　　計　Ｂ

27,931

　　　　　Ｂ／Ａ

％

給与費 B/A

14.6

一人当たり

14.8

％

5,587

528,316

期末・勤勉手当

　　　　　千円 千円

7,079

465,516

平均月収額

1,493

2.60

0.651.451.45 0.65

（参考）団体平均

一人当たり給与費

千円

6,351

職員給与費比率 22年度の総費用に占

総費用に占める
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イ　退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） ・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

【一般行政職】

千円 千円 千円 千円

【団体平均】

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

47.50 59.28

59.28

支給率

0

59.28

47.50

59.28

糸田町（一般行政職）　・　団体平均

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ）

24,743

30.55

41.34

59.28

23.50

一般行政職の制度（支給率）

該当なし

該当なし 15,253

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

主な支給対象業務

0

手当の名称 主な支給対象職員

75

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 225

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 97

33.50

該当なし

59.28

支給対象職員数

0

支給実績（23年度決算）

該当なし

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

該当なし

33.50

糸田町（水道事業）

23.50 30.55

41.34

左記職員に対する支給単価

289

支給対象地域

0

支給実績（23年度決算）

該当なし

0.0

手当の種類（手当数）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

１人当たり平均支給額

0

12



カ　その他の手当（２４年４月１日現在）

円

同 404 千円

同 16 千円

扶養手当

配偶者13,000円・配偶者以外
6,500円・（配偶者なし）1人
目11,000円・特定期間の加算
5,000円

同

0

宿日直手当
行政職給料表適用者１回4,200
円

715

千円

平均支給年額（23年度決算）

千円

通勤手当

交通機関等の利用者（通勤の
ために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担
を常例とすること、徒歩によ
り通勤するものとした場合の
通勤距離が片道2㎞以上である
こと）運賃等相当額が55,000
以下については運賃等相当額
自動車等の使用者（通勤のた
めに自動車等の使用を常例と
すること、徒歩により通勤す
るものとした場合の通勤距離
が片道2㎞以上であること）～
5㎞2,000円・5㎞～10㎞4,100
円・10㎞～15㎞6,500円・15㎞
～20㎞8,900円・20㎞～25㎞
11,300円・25㎞～30㎞13,700
円・30㎞～35㎞16,100円・35
㎞～40㎞18,500円・40㎞～45
㎞20,900円・45㎞～50㎞
21,800円・50㎞～55㎞22,700
円・50㎞～55㎞23,600円・60
㎞～24,500円

管理職手当

課長・室長・局長・事務長
給料の100分の8　病院長　給
料の100分の16　副院長　100
分の12　薬局長・総看護師
長・副総看護師長・総技師長
100分の8　　看護師長　100分
の6

同

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

自宅（その所有に係る住宅の
うち当該新築又は購入の日か
ら起算して5年を経過していな
いものに居住している職員で
世帯主）2,500円　借家・借間
（自ら居住するための住宅を
借り受け、現に当該住宅に居
住し、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員）家
賃23,000円以下　家賃額-
12,000円　家賃23,000円を超
え55,000円未満　（家賃額-
23,000円）×1/2+11,000円
家賃55,000円以上　27,000円

住居手当

16,000 円

403,392

支給職員１人当たり

円

0

238,333 円

円

（23年度決算）

支給実績
一般行政職
の制度と異
なる内容

0同 0 千円
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 (2)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　基本給は、給料と扶養手当を合算した額です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

千円　

（23年度支給割合） （23年度支給割合）【一般行政職】

　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）【一般行政職】

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５％～１５％ ・役職加算　５％～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

職員給与費

44.6

団 体 平 均

糸 田 町 293,052

451,054

団 体 平 均 43.7 336,355

事務職 平　均　年　齢

508,794

平均月収額

平均月収額

基本給

基本給

医　　師 平　均　年　齢 基本給

団 体 平 均 44.1 566,896

493,560糸 田 町

１人当たり平均支給額（23年度） １人当たり平均支給額（23年度）【一般行政職】

糸 田 町

看護師・准看護師 平　均　年　齢

1,326

1,315

糸田町（一般行政職）　・　団体平均

44.2

1,249

千円

6,748

１人当たり平均支給額（23年度）【団体平均】

69,907 326,644 5,939

319,233

糸田町（病院事業）

2.60 1.35

1,374,783

2.60 1.35

1.45 0.65 1.45 0.65

38.2 286,872

47.9

55 201,072

区　分 総費用 純損益又は実

平均月収額

22年度の総費用に占

総費用に占める

める職員給与費比率

23年度 　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

　　　　　　Ｂ／ＡＡ  

千円

Ｂ　

千円　　　　　千円 千円

△ 15,267

千円

給与費 B/A

一人当たり

　　計　Ｂ

46.3

区　分 職員数

326,644 40.9799,313

期末・勤勉手当　　　　　　 給　 料

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

職員手当

　質収支 職員給与費比率

一人当たり給与費

（参考）団体平均

55,665

23年度 人
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イ　退職手当（２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） ・定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

【一般行政職】

千円 千円 千円 千円

【団体平均】

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、23年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当

（２４年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

1回2,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

医療業務等に従事する職
員の特殊勤務手当（夜間
看護手当）

看護師 夜間看護に従事

医療業務等に従事する職
員の特殊勤務手当（医師
研修手当）

医師 医師研修に従事 本俸の30％+200,000円

処理作業に従事 日額３００円

医師・放射線技師・放射線助手 放射線取扱に従事
医師１日230円
放射線技師月額2,000円
放射線助手月額１,000円

伝染病防疫作業に従事す
る職員の特殊勤務手当

一般行政職

支給実績（23年度決算） 25,735

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

627,662

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ） 6,842

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 130

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 5,097

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ） 97

行旅病人及び行旅死亡人
の取扱い業務に従事する
職員の特殊勤務手当

一般行政職
行旅病人の救護業務・行
旅死亡人のし体処理業務

救護1件300円
し体処理業務1件2,000円

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度） 74.5

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

医療業務等に従事する職
員の特殊勤務手当（放射
線取扱手当）

該当なし

支給実績（23年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 0

該当なし 24,743

該当なし 6,020

59.28 59.28

33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

糸田町（一般行政職）　・　団体平均

23.50 30.55 23.50 30.55

13,165855

糸田町（病院事業）

33.50 41.34

59.28 59.28

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

１人当たり平均支給額
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カ　その他の手当（２４年４月１日現在）

4,240 千円 249,405 円宿日直手当

医師：半日直１回10,000円、
日直１回20,000円、医師以
外：半日直１回2,100円、日直
１回4,200円

同

4,624 千円 462,369 円

2,990 千円 74,727 円通勤手当

交通機関等の利用者（通勤の
ために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担
を常例とすること、徒歩によ
り通勤するものとした場合の
通勤距離が片道2㎞以上である
こと）運賃等相当額が55,000
以下については運賃等相当額
自動車等の使用者（通勤のた
めに自動車等の使用を常例と
すること、徒歩により通勤す
るものとした場合の通勤距離
が片道2㎞以上であること）～
5㎞2,000円・5㎞～10㎞4,100
円・10㎞～15㎞6,500円・15㎞
～20㎞8,900円・20㎞～25㎞
11,300円・25㎞～30㎞13,700
円・30㎞～35㎞16,100円・35
㎞～40㎞18,500円・40㎞～45
㎞20,900円・45㎞～50㎞
21,800円・50㎞～55㎞22,700
円・50㎞～55㎞23,600円・60
㎞～24,500円

同

（23年度決算）

3,750 千円 267,857 円

扶養手当

配偶者13,000円・配偶者以外
6,500円・（配偶者なし）1人
目11,000円・特定期間の加算
5,000円

同 5,328 千円 221,979 円

管理職手当

課長・室長・局長・事務長
給料の100分の8　病院長　給
料の100分の16　副院長　100
分の12　薬局長・総看護師
長・副総看護師長・総技師長
100分の8　　看護師長　100分
の6

同

住居手当

自宅（その所有に係る住宅の
うち当該新築又は購入の日か
ら起算して5年を経過していな
いものに居住している職員で
世帯主）2,500円　借家・借間
（自ら居住するための住宅を
借り受け、現に当該住宅に居
住し、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員）家
賃23,000円以下　家賃額-
12,000円　家賃23,000円を超
え55,000円未満　（家賃額-
23,000円）×1/2+11,000円
家賃55,000円以上　27,000円

同

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （23年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
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